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査読論文
朝鮮人共産主義運動と中国共産党の対朝鮮人政策
（1920年代初頭から抗日戦争時代まで）
　The Communist movement of Koreans and the policy regarding 
Koreans' in the Chinese Communist Party ― From the beginning of the 
1920s to the Sino-Japanese war（1937）―
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　This article analyzes the Communist movement of Koreans and the policy regarding 
Koreans in the Chinese Communist Party, in the North east region of China during 
the war of Resistance against Japan from the 1920s. These Koreans formed the 
Communist Party of Korea, promoting a Socialist Educational Movement. However, 
the Communist Party of Korea was incorporated into the Chinese Communist Party 
by directions of Communist International. It triggered ethnic confl ict between Chinese 
people and Koreans. Which was then resolved through the "August First Declaration" 
which changed the situation. This research clarifies the above described historical 
process.
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１　はじめに
　本論文は、1920年代初頭から抗日戦争時代までの中国東北地方における朝鮮
人共産主義運動と中国共産党の朝鮮人党員に対する政策・方針を考察する。そ
の際に、1919年の創設された共産主義インタナショナル（以下、コミンテル
ン）の指導・関与に着眼する。また、中国東北部の「間島」地方を中心とする
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朝鮮人の社会主義教育運動を取り上げる。
　「間島」はおもに19世紀中頃から朝鮮半島から移住してきた朝鮮人が、土地
を開拓して生活基盤を形成し、社会生活をおこなっていた地域であった。1917
年のロシア革命以後、その影響が「間島」地方にも及んだ。1920年代の中国東
北地方の朝鮮人共産主義者は、コミンテルンの指導を受けながら社会主義教育
運動を推進し、それを基盤として1925年に朝鮮共産党（以下、朝共）が結成し
た。1929年には、コミンテルンの指示に基づいて朝鮮共産党は解党を余儀なく
され、中国共産党（以下、中共）に編入された。満州事変以降の東北地方で
は、中国共産党内部において中国人と朝鮮人との「民族矛盾」が顕在化した。
「満州国」が提唱した「民生団」を切り崩す民族闘争のなかで、どのような悲
惨な事件が発生したのか、についても触れる。
　中国人と朝鮮人との「民族矛盾」を解決する契機になったのは、やはりモス
クワのコミンテルンから送られた1935年の「八・一宣言」であった。
　あらかじめ本論文の提起する論点を述べておくと、コミンテルンが国際共産
主義運動において力を持っていた時代では、朝鮮人共産主義者はいくつかの小
さな共産主義組織を結成し、活動しながらも、中国共産党の中に入って活動す
る結果となった。朝鮮人共産主義運動はコミンテルンと中国共産党の指導下に
置かれることになったのである。
　本論文の課題をめぐる先行研究としては、徐大粛（金進訳）1970、『朝鮮共
産主義運動史1918～1948』コリア評論社、国際労働運動研究所編（国際関係研
究所訳）1971、『コミンテルンと東方』協同産業出版部、高峻石1983、『コミ
ンテルンと朝鮮共産党』（朝鮮革命運動史第２巻）社会評論社、金東和1991、
『中国朝鮮族独立運動史』（朝鮮語）、ヌティナム、辛珠柏1999、『満州地域
韓人の民族運動史（1920～45）』（韓国語）、亜細亜文化社、などの著作が
ある１。必要に応じてこれらの著作を参照し、敷衍したことを明らかにしてお
く。本論文では、以上の著作以外にもその他の中国語・朝鮮語史料も参照し
て、歴史的展開を素描した。
　本論文の解明には、本来1920年代初頭以降のコミンテルン史に対する分析が
不可避である。朝鮮共産党の結成に対するコミンテルンの裏面指導、「一国一
党の原則」による朝鮮共産党の解党命令がコミンテルン内でどのように決定さ
れたのかという問題など、コミンテルン政策史の理解なくして分析できない。
ただ、これらの問題は現在の筆者の力量を超えており、他日を期す。以上の点
をあらかじめ断っておく。なお、中共の少数民族政策が周辺の弱小民族（その
代表が朝鮮人であった）にどのような影響を与えたのか、という問題も別稿で
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論じることにする。
２　朝鮮人社会主義教育運動の展開
２－１　発端：李東輝と「高麗共産党」運動
　近代以降、多くの朝鮮人が住んでいた東北地方、とくに間島（延辺）は、中
国・朝鮮・ソ連が接していたため、この３つの国の政治的事情に敏感な地域で
あった。1917年のロシア革命以後、ソ連からマルクス・レーニン主義が延辺一
帯に伝播し、朝鮮人内の共産主義運動が活発化した。1920年初めからはマルク
ス主義の書物と定期刊行物が延辺の知識人と学生に広く読まれるようになっ
た。これがきっかけとなって、朝鮮人による社会主義革命運動が起こった。当
時の朝鮮人反日組織は、「民族主義陳営」と「社会主義陳営」と分かれ対立す
るようになった。「民族主義陳営」では、韓国臨時政府（1919年4月、上海）
が設立され、それを中心に独立運動を展開していた。
　「社会主義陣営」では、1925年5月に朝鮮共産党満州総局が設立するまでは
韓国臨時政府（以下、臨政）のような朝鮮半島と連結した全中国規模の組織は
なかった。「社会主義陣営」はまず、地域教育事業に参加して「地域活動」を
しながら、マルクス・レーニン主義思想を朝鮮人社会に伝播することに力を
注いだ。それには李東輝の役割が大きかった。李は1920年に上海で「高麗共
産党」を組織し、翌年5月には朝鮮文印刷工場を設け、マルクス・レーニン主
義の書籍と刊行物を朝鮮語で翻訳、出版した２。この印刷工場で出版された書
籍や刊行物は次の通りである。単行本としては『共産党宣言』（呂運亨の翻
訳）、『ロシア共産党政綱』、『無産階級の前進方向』、『労働組合読本』な
どであり、新聞としては『新世界』、『労働世界』、『赤旗』など、雑誌とし
ては『曙光』、『共産』などがあった。これらの書籍と刊行物は間島および満
州全地域に伝播され、多くの朝鮮人知識人や学生の中で広く読まれていた。
２－２　モスクワ極東民族大会以降の「社会主義教育運動」
　1922年1月21日から2月2日までにモスクワで極東民族大会が開かれ、「朝鮮
問題の決議案」が採択された。その内容は次の通りである。「朝鮮は農業国家
であり、住民の圧倒的な多数が低水準の農民であるため、これらの民衆と連合
することができる。そして、彼らと共鳴を呼び起こす民族独立運動に注力しな
ければならない。階級運動家たちは、当然現段階では一般民衆が共鳴する独立
運動を指導・支援すべきである」３。
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　このように、朝鮮人の「民族独立運動を積極的に支援・指導」する方針が出
されると、満州地域では多くの共産党団体が組織されるようになった４。それ
らの組織は満州地域の中で朝鮮人が半数以上居住している間島を中心に、教育
事業を通じての「思想」普及をはかった。間島の朝鮮人私立学校は、マルク
ス・レーニン主義思想と社会主義革命思想を伝播する役割を発揮した。その例
として東洋学院を取り上げて述べる。
　1923年に龍井村に東洋学院（私立中学）が設立された５。最初の社会主義的
民族学校だった。東洋学院の関係者たちは永信学校の学生と学生団を構成して
結束をはかった。学生団は思想問題にかんする講演会を開催して、資本主義
経済の矛盾と社会革命の必要性を主張した６。民衆文化、無産階級文化の建設
や新思想の普及を目的とする夏季大学も開設された７。夏季大学では、哲学概
論、哲学史、論理学、教育学、西洋文明史論、経済学原論、経済発達史、社会
学原論、社会進化論、西洋社会運動史、などが教えられた。
　このような活動は、多くの朝鮮人民衆に支持をうけ、朝鮮人の社会主義運動
への参加を増した。東洋学院は朝鮮半島でも「社会主義者養成所」として知ら
れていた。しかし、日本は東洋学院の教師たちの行動を「不逞行動」と見直し
た。間島総領事館の破壊という罪名で方漢旻、金基など８名が逮捕され、学校
は閉校されてしまった８。その後、寧安県寧ኝ古塔に中等教育機関である大同
学院が設立されたが、この学校も日本と中国の官憲によって閉校された。
　このように、社会主義教育運動はまず、社会主義的民族学校を設立してそれ
を基盤として社会主義革命を宣伝しようとする努力から始まったが、日本と中
国の官憲によって破壊された。その後の運動は、既存の朝鮮人教育機関に共産
主義者や教師を浸透させて、教育現場において共産主義を宣伝する活動が中心
になった。
　例えば、1922年に李麟求（『時代日報』の社長）、李周和（大成学校の教
員）などは東興・大成中学校の学生とともに、マルクス主義を研究する「光明
会」を組織して共産主義宣伝活動を行った。また、ロシアの沿海州からきた朴
允瑞、朱青松などは東興中学校の学生を中心に「社会科学研究会」、「親睦
会」などを組織して、マルクス主義思想を学習し宣伝した。1924年に大成中学
校学生を中心に「中西青年同盟」が組織された９。1925年4月には、東興中学
校の教員である金成浩が李周和と共に、「読書会」を組織して、学生にマルク
ス主義思想を宣伝した10。
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２－３　朝鮮共産党満州総局設立以降の「社会主義教育運動」
　1925年5月に朝鮮共産党満州総局が設立（後述）されると、「社会主義陣
営」は組織化され、社会主義教育運動がより活発に展開するようになった。運
動はまず間島地域の教育の主導権をとるため、東満区域局を設け教育界への浸
透をはかった。例えば、1926年1月26日には、「東満青年聯盟」（李麟求が会
長）が組織された。同年2月には、「間島女子青年会」（東興中学校教員・李
信愛）と龍井地域の120余名学生らが「萍友同盟」を組織した。同年8月には、
東興・大成中学校に朝鮮共産党の四つの支部が設置された。マルクス主義思想
を学習、宣伝が一層広がっていた11。
　1927年6月には東満区域局の会議が開かれ、次のような教育活動が決定され
た。①夏期休学期間中を利用して教育講習会を開催し、党の青年にたいする政
治教育を行なうこと、②党の青年は民立中学運動に積極的に参加させること、
など12。政治教育を通じてのマルクス主義思想の学習と宣伝をするとともに、
民立中学期成会の教育運動にも積極的な支持と支援が行なわれた。こうして運
動を共産主義運動に転換し、一般の私立中学校でも共産主義思想をもつ教師や
学生が増加した。また、労働学院も設立され、朝鮮半島や満州各地域の共産党
組織と連結しながら、大衆運動が展開された13。
　運動は間島以外の満州地域にも展開された。例えば、南満州では、1925年か
ら正義府機関学校である興京県の化興中学校では、帝国主義・共産主義の理論
が講義された。その後、化興学院が設置されて本格的な共産主義理論教育が実
施された14。1927年には同地域において「南満州青年聯盟」が結成され、既存
の55の講習所を通じて文盲（朝鮮語）退治運動と教科書刊行などの諸事項を決
議した15。また、北満州中東線地域では1926年に「北満州朝鮮青年総同盟」が
組織された。同盟は北満州教育大会を開催し、「資本主義を打倒して、帝国主
義に駆逐された民衆は現代的教育を改革して新文化建設の教育を輸入しよう」
16というスローガンのもとで、中東線の穆陵站にあった朝鮮人村の遠東学校に
事務室をおいて17、社会主義教育運動を展開した。
２－４　1920年代の「反宗教教育運動」
　社会主義教育運動とともに活発に進められたのが、反宗教教育運動であっ
た。当時中国の「新文化」運動が展開するなかで朝鮮人社会にもその影響がひ
ろがった。とくにマルクス主義思想の急速な伝播は多くの朝鮮人知識人や学生
にとって「新しい世界への希望」を与えた。マルクス思想は一つの「宗教」と
なり、その他の宗教を排撃した。反宗教運動をすすめた学校には東興・大成・
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恩眞の中学校があった。孔教会（儒教）系統の大成学校では、1922年4月にす
べての学生が同盟休学をするなど反宗教教育運動を展開した。そして、「四書
五経」や「銘心宝鑑」など孔子の倫理道徳を教える科目と孔子の位牌などが
なくなった18。1927年には「学友会」が組織され学校を運営するようになった
19。そこから、学校は「共産主義化」された、と言われた。1922年12月に上海
の高麗共産党員の林虎を中心に、天道教系統の東興とキリスト系の永新中学校
でも反宗教教育運動が行われていた20。キリスト系恩眞中学校では、学生を中
心に礼拝と聖書授業を反対する反宗教教育の闘争がひろがり、学校当局の頑強
な抵抗にあった。学生は1927年3月から1ヶ月間の同盟休学を行ったが、学校当
局の対応は変わらなかった。同年4月15日に150名の学生が集団退学を表明し、
大成中学校に転校した21。
　以上のように、運動は大きく三つの方法で行われた。第１に、マルクス・
レーニン主義の書籍と刊行物などを朝鮮語に翻訳、出版して、朝鮮人の社会に
宣伝した。第２に、社会主義的民族学校の設立および既存の民族学校に教師を
派遣して、思想普及運動を行った。第３に、反宗教教育運動を展開した。
２－５　「社会主義教育運動」が養成した人材
　「民族主義陣営」と「社会主義陣営」における教育運動の共通点は、植民地
的教育にたいして闘争し、民族教育の統一と発展をその目標としたというこ
とであった22。しかし、運動の方向性には大きな違いがあった。「民族主義陣
営」が民族学校の学制統一と中等学校建設に力を注いだとすれば、「社会主義
陣営」はその学校に浸透して共産主義の思想や革命を学習、宣伝するところに
焦点を置いた23。そのため、東興・大成中学校など多くの民族学校が「共産主
義思想教育の温床」となった。また、多くの人々が「表１」の通り、これらの
学校を卒業して共産党幹部あるいは指導者となった。
　
「表１」　中国共産党幹部の民族学校出身者名簿
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氏　名 出身学校 職　　歴
金聖道 恩眞中学 中共東満特別委員会組織部長（1932年）、中共延吉県
委員会書記、中共東満特別委員会委員。
馬駿 永新中学 中共東満特別委委員、中共延吉県委書記。
呉斌 東興中学 中共琿春県委員会書記。
徐光 大成中学 中共琿春県委員会書記（1932年6月）。
蔡洙桓 東興中学 中共延和中心県委書記（1931年5月）。
許虎林 東興中学 中共延和中心県委書記（1931年11月）。
（注 ）上記、人物の職歴は林民鎬を除き、すべて国民政府期である。蔡洙桓
（1906～1931）の出身校は『龍井文史資料』では、東興中学卒業者となっ
ているが、『人物朝鮮族抗日闘争史』第２巻では大成中学卒業者になって
いる。本稿では、『龍井文史資料』の研究を取り入れた。
（出 所）政協龍井県文史資料研究委員会1986、『龍井文史資料』第１輯、ｐ
24-25、李光仁2005、『人物朝鮮族抗日闘争史』第１巻～２巻、韓国学術
情報より作成。
　
　しかし、「表１」で示した人はごく一部である。その他にも数多く存在し
ている24。これらの人々によって東北地方の共産主義運動が活発に行うように
なったのである。しかし、その大多数が後述の「紅5月闘争」や反「民生団」
闘争の展開によって犠牲となった。その例を挙げると以下の通りである。
　姜学梯（1907～1930）は大成中学を卒業した後、1927年2月から東満朝共青
年聯盟の責任者として活動した。1930年4月には中共に加入し、同年行なわれ
ていた「紅5月闘争」に参加したが、日本警察の銃弾に撃たれ死去した25。徐
光（1899～1933）も大成中学を卒業した後、1930年夏に中共に加入し、抗日遊
撃隊員の幹部として活動したが1933年の日本軍・警察の討伐戦で死去した26。
許虎林（1901～1934）は東興中学卒業後、1930年8～9月に中共に加入し、蔡
洙桓が日本警察に殺害されると、その後任となった。しかし、彼も34年に日
本軍・警察の「討伐戦」で死去した27。金日煥（1902～1934）は東興中学卒業
後、民族学校の教鞭を執りながら、1930年の「間島5・30蜂起」に参加し、そ
の後中共に加入した。しかし、1932年10月から反「民生団」闘争が展開される
と、彼は「民生団」嫌疑で逮捕され、殺害された。
　このように、数多くの朝鮮人たちが社会主義教育運動の影響で社会主義思想
に芽生え、中共に加入して共産主義運動を推進したが、その後、展開する「紅
5月闘争」や反「民生団」闘争によって犠牲となった。
　その背景には次のようなものがあった。朝鮮人の「社会主義陣営」は、1927
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金日煥 東興中学 中共和龍県委書記（1933年1月）。
李英奎 東興中学 中共延和中心県委組織部長（1930年11月）。
林民鎬 東興中学 延辺大学副校長、中共延辺州委委員。
李東光 東興中学 中共磐石県委書記（1933年5月）、中共南満特委書記
（1934年11月）。
朴一平 東興中学 北満州で革命活動指導。
金万興 東興中学 中共寧安県委宣伝部長（1930年6月）、中共密山県委書
記（1932年）。東北抗日聯軍第４軍政治委員。
李敏煥 大成中学 東北人民革命軍第１軍第１師参謀長（1934年）。
姜学梯 大成中学 東満朝共青年聯盟責任者（1927年2月）
年10月からの間島共産党事件ののち衰退期にむかった。この事件後、多くの朝
共党員が日本警察に検挙され、その後の教育運動は非常に困難となった。さら
に1929年11月には、コミンテルンの「一国一党の原則」の方針にもとづいて朝
鮮共産党が解体された。朝鮮人は中国共産党に入党することによって、中国の
革命運動に参加することを義務づけられた。そこから、朝共は中共とともに活
動するようになり、朝鮮人と中国人の間の民族感情を悪化させる事件が発生す
るようになったのである。
３　朝鮮共産党の活動と中国共産党への編入
３－１　朝鮮共産党の「満州」における活動
　ロシア革命後の1919年3月に創設されたコミンテルンは、帝国主義に抑圧・
搾取される植民地諸民族の闘争を支持する、という方針を提起した。その方針
に基づいて、1921年7月に上海において中共が設立された。
　1925年4月18日には、ソウル嘉会洞において、金在鳳、金燦、曹奉岩などに
よって朝共が設立された。彼らはコミンテルンの指導と資金援助を受けながら
活動を始めた。1926年5月16日に朝共中央執行委員会の決定によって曹奉岩、
金東明、崔元沢などが「満州」地方に派遣され、朝共満州総局を組織した。彼
らは、満州地域において東満区域局（龍井）、北満区域局（依蘭付近の東支
線）、南満区域局（盤石）など３つの地区に事務局を設け、本部を寧古塔（吉
林省寧安県）に設置した28。また、高麗共産青年会満州総局と朝鮮農民総同盟
を結成させ、農民運動および青年運動に主力を注ぐようになった29。
　しかし、1927年8月の間島共産党事件30が原因となって朝共満州総局は破壊
され、党の内部分裂を余儀なくされた。元々、朝共満州総局には、「火曜派」
「ＭＬ派」「ソウル・上海派」など３つのグループの分裂が著しく現れてい
た。そのため、朝共満州総局は形だけで、実際には各グループ別にそれぞれの
満州総局をもっていた。各グループは、他のグループの縄張りに支部を拡張し
ながらも、三つのグループの縄張りははっきり分かれていた。「火曜派」は北
満州に、「ソウル・上海派」は東満州に、そして「ＭＬ派」は南満州を中心に
活動していた。
３－２　朝鮮共産党の解党
　1928年7月17日から9月1日にかけて開かれたコミンテルン第６回大会では、
朝共の国際支部（満州総局）が承認された。また、朝共代表・金丹治の報告に
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よって「朝鮮問題委員会を組織して朝鮮共産党の情況を調査する」ことが決定
された。しかし、同年11月のコミンテルン執行委員会の幹部会議では、第６回
大会での「朝鮮共産党国際支部の承認」を取消した。そして、コミンテルン執
行委員会の政治部書記局では、12月10日に「朝鮮革命における農民および労働
者の任務に関する決議」（所謂、「12月テーゼ」）を採択した。その内容は以
下の通りである。
　「朝鮮共産党は、小ブルジョア階級（小資産階級）およびブルジョア知識人
（知識階級）によって構成されているため、党内の派閥が激しく連続的に陥没
の過程を重ねており、日本帝国主義に対する闘争も極めて微弱なるものであっ
た。よって、その存在を承認しない。今後、朝鮮共産党主義者は本決議にした
がって派閥闘争を清算して、労働階級を基礎とする闘争をしなければならな
い。また、闘争中には労働者・農民の利益を代表とする真のボルシェウィキ的
唯一堅強した共産党を組織すべきである」31。
　この「決議」に従って、三つのグループは29年末にかけて各自の行動綱領を
制定して「朝鮮共産党の再建運動」を行なっていたが、1929年11月のコミンテ
ルンの「一国一党の原則」によって朝共再建の夢は挫折してしまった。
　1929年11月、コミンテルンは韓彬、李春山を中共中央に派遣して、コミンテ
ルンの「一国一党の原則」を伝達した。それを受け取った中共中央は、1930年
1月に蘇文（中共中央委員）を中共満州省委員会（以下、満州省委）に派遣し
て、満州省委の幹部（14名）と朝共各派の幹部（10名）が参加した会議の中で
コミンテルンの「一国一党の原則」の指示をした32。この会議の重点は、「在
満朝鮮共産党は中国共産党に加入して、直接中国革命運動に参加し、また朝鮮
革命運動を援助しなければならない」（「中国革命論」）ということであっ
た。これにたいして、朝共満州総局の責任秘書である金燦（火曜派）らは、そ
れに反対意見を表明し、「在満朝鮮人共産党を支持し、朝鮮革命の直接参加、
中国革命の援助」（「朝鮮革命論」）を主張した。しかし、その意見は少数で
あり、多数の人々が「中国共産党加入」を支持した。そのため、各派の朝共は
党の解散宣言をおこなうようになった33。金燦らが主張した「朝鮮革命論」は
朝共満州総局が設立されて以来、在満朝鮮人共産主義者にとっては革命運動の
一貫したものであった。しかし、内部組織の分裂と派閥闘争などにより「中国
革命論」のもとに中国共産党への加入を余儀なくされたのである。
３－３　朝鮮人共産主義者の中共入党時の審査
　朝共は、中共に編入され中国革命運動に参加しながら、朝鮮独立運動を実行
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するという方針を採用した。つまり、朝鮮人共産主義者は、中国革命への参加
を朝鮮革命の放棄ではなく、むしろ朝鮮革命を実現する一つの過程と考えたの
である。しかし、朝共のすべての党員の中共への加入は不可能であった。彼ら
は選別されることになった。満州省委は朝共党員の個人審査をへて加入させる
という方法をとった。1930年3月満州省委の責任秘書・劉少奇は「少数民族運
動委員会」を設け、その事務を担当させた34。
　満州省委は同年2月に間島地区において中共延辺特別支部を組織し35王耿を
書記に任命した。中共延辺特別支部は朝鮮人党員の吸収と農民運動に力を入れ
ようとした。支部の組織開始の頃は五個の支部に党員15名しかいなかったもの
の、「ＭＬ派」が解散してからは地方党員500余名、青年党員700余名、農民党
員3000余名にまで達していた36。その後も「火曜派」と「ソウル・上海派」と
の解散によって党員は徐々に増した。
３－４　朝鮮共産主義者による「武装暴動」とその結果
　中共延辺特別支部は、満州省委指導下の「紅5月闘争」の進行の中で、朝鮮
人の「間島5・30蜂起」を計画し推進した。満州省委はこの計画をきっかけと
して朝共党員に対して約5ヵ月の間の全党員による暴動任務を指示した。それ
を実行する過程で「真の勇敢なりまたは犠牲的に闘争する者のみが中国共産党
に参加できる」という条件を付した37。この暴動は同年4月24日に「紅5月闘争
の行動委員会」が組織され1000余名の農民が参加して行なわれた。暴動は主
に、朝鮮人民会の事務所、朝鮮総督府支援・補助学校、東拓出張所、発電所、
鉄道橋梁などの施設に対する放火・破壊、地主および高利貸し業者などの親日
派粛清など、が行われた38。
　その後、暴動は8月の「吉敦暴動」に前後にして、その闘争範囲は東満州だ
けでなく南・北満州など満州全地域にまで拡大した。また、中国軍隊警公安隊
の襲撃、中国人暴行、中国人地主の家を襲撃、中国側の施設破壊、などが行な
われた。その結果日本、朝鮮人だけではなく中国人にも被害を及ぼしてしまっ
た。1931年4月12日の『朝鮮日報』によれば、暴動事件総回数684回のうち、朝
鮮人死傷者163名（うち、死亡者116名）、中国人死傷者74名（うち、死亡者47
名）であったという。
　このように闘争は、初めは日本帝国主義にたいする反日運動的な行動であっ
た。しかし、闘争が激しくなりにつれ、朝鮮人と中国人の間の民族感情を引き
起こす結果になってしまった。1931年2月15日満州省委の中共東満特別委員会
（以下、東満特委）39は、「東満遊撃工作大綱」の中で「盲目的な殺人、放火
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は農民（朝鮮人）の原始的行動である」と述べた。そして、暴動が「中国人の
小商人と中農まで被害を及ぼした結果、さらに（両民族の）民族感情を誘発し
た」40と、この「闘争」の失敗を認定した。
　東満特委の「失敗認定」の背景には、1931年1月7日4中全会の「李立三路線
の批判」があった。南昌暴動、秋収暴動、広州暴動などの失敗によりコミンテ
ルン執行委員会は、武装暴動計画の即刻停止を求めた。30年6月から8月までの
李立三政治局の政治路線（武漢、南京、上海等の大都市における武装暴動計
画）を半トロツキズム的・反コミンテルン的路線であると見なし、批判した。
　以上のように、朝共党員の「革命運動」にはたえず派閥闘争が発生した。コ
ミンテルンは、その派閥闘争が真の「革命運動」の限界になると判断した。そ
して、コミンテルンは「一国一党の原則」に基づいて朝鮮共産党の解党を指示
した。その後、中共は「紅5月闘争」に朝鮮人を動員し、無謀な暴動を引き起
こした。それが結果的には、朝鮮人と中国人の間の民族感情を一層悪化させる
ことになった。両国の共産主義者の感情は、1932年から発生した「反民生団闘
争」によって更に険悪になった。
４　「満州国」時代の反「民生団」闘争
４－１　満州事変と「民生団」の組織化
　1930年10月南京政権下の地方政府（吉林政府）は朝鮮人社会主義者を牽制
し、親日団体である朝鮮人民会に対抗するため「延辺四県自治促進会」を結成
した41。中国籍に帰化した朝鮮人を中心に結成された延辺自治促進会は、国民
党当局の庇護の下に韓族総連合会42とも連携して、その勢力を拡大させた。両
会は、中国側に朝鮮人の公民権や自治を認めさせることを主な目標として、共
産主義者の打倒と日本側の勢力排除の運動を展開した。しかし、満州事変の勃
発は韓族総連合会と延辺自治促進会の運動を頓挫させた。
　1931年9月18日、満州事変（9・18事変）が勃発した。満州事変後間もなく、
在間朝鮮人の「団結」や生活権の確保などを名目として親日団体である「民
生団」が組織された43。その主要メンバーとしては、曹秉相（朝鮮人民会理
事）、朴錫胤（『毎日申報』社副社長）、李庚在（龍井の朝鮮人民会会長）、
崔允周（局子街の朝鮮人民会会長）、金澤鉉（「救国団」団長）などであっ
た。彼らは、1931年10月7日に在間島日本帝国総領事館の総領事・岡田兼一に
たいして「民生団」組織結成の許可を求める「許可願」を提出し、翌年2月15
日に「民生団」を結成した。
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　しかし、1932年10月5日に財政問題の発生や組織内部の分裂などにより「民
生団」は解体を余儀なくされた。もう一つの解体の要因としては、日本と「民
生団」側との大きな見解の違いがあった。民生団側の結成目的は、間島朝鮮人
の生活安定をはかる「民族自治」であった。しかし、「朝鮮人の自治」は満州
国・関東軍、朝鮮総督府、外務省によって否定された44。親日朝鮮人の動きの
結果として、抗日パルチザンは民生団を「日本の特務」と見なした。日本側
は、「朝鮮人は日本の臣民」であるとして、朝鮮人に自治を与えることは想定
していなかった。満洲の民族問題としては、朝鮮人の自治よりはモンゴル人の
「自治」のほうが重要であった。この認識は、中国国民政府の側も同様であっ
た。日本側も国民政府側も「内モンゴル自治運動」45への対応に苦慮してい
た。
４－２　反「民生団」闘争の展開と東満特委の崩壊
　「民生団」は挫折したのだが、しかし「民生団」の存在は中共の活動には重
大な影響を与えた。1932年10月、東満特委は組織内部に日本軍の内通者が多数
存在していると断定した。そして、朝鮮人党員を対象とした粛清工作に着手し
た。
　発端は以下のような事件であった。1932年8月、中共延吉県老頭溝区委員会
の書記が日本憲兵隊に逮捕されてから一週間後に釈放されたことがあった。県
委員会はその書記を疑っていた。その後、区遊撃隊は日本憲兵隊の通訳員２人
を捕まえ審問したところ、彼（老頭溝区委の書記）が日本のスパイであること
を白状したため、彼を逮捕した。そして彼に自白を強要して拷問したところ、
20余人の日本の「スパイ」が党内にいることを自白した。東満特委はすべての
「スパイ」を逮捕してまともな調査もしないで銃殺に処した。
　その後、東満特委は、その他にも党内の朝鮮人党員のなかには数多くの日本
のスパイが存在していると断定して、党内の朝鮮人スパイの粛清を呼びかけ
た。1932年から34年にかけて延辺の全域で反「民生団」闘争が着手された。
　この闘争では、東満特委の党員1000余名が殺されたという46。この被害は、
朝鮮人だけでなく、中共にも及んだ。この闘争のため、東満特委の組織はほぼ
マヒした。1930年代前半における東満特委の党員数の推移は「表２」の通りで
ある。
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「表２」　1930～1936年における中共東満特委所属党員情況表
（注 ）（　）の中の数字は区委員会の数。なお、延和県委員会は1930年10月に
組織され、1931年8月に延吉県委員会と和龍県委員会に分離された。
（出 所）延辺朝鮮族自治州地方志編纂委員会1996、『延辺朝鮮族自治州志』上
巻、中華書局、ｐ359より作成。
　当時の東満特委は、ほとんどが朝鮮人であった。「表２」によれば、1930年
から31年の間には党員の数が増加したが、「反民生団闘争」がはじまった32年
から35年の間には激減した。とくに、延吉、琿春両県の打撃が顕著であった。
また、「反民生団闘争」が終結した36年に党員数が少ないのは後述するように
ほとんどの党員が抗日聯軍に参軍したからである。
５　「八・一宣言」（1935年）以降の軌道修正
５－１　中共の「八・一宣言」とその衝撃
　1935年8月1日、中華ソビエト政府と中共中央による抗日宣言、すなわち「抗
日救国のために全同胞に告げる書」（以下、「八一宣言」）が発表された47。
これは、コミンテルン第７回大会（同年7月25日～8月20日）の人民戦線戦術を
踏まえて、王明ら在モスクワの中共代表団が起草・発表したものであった。中
共はこの宣言で、内戦停止と一致抗日提唱、国防政府と抗日聯軍の樹立など
を、全国に呼びかけた。これは中共が「抗日民族統一戦線政策」に転換したこ
とを宣言するものでもあった。
　この「宣言」は中共による朝鮮人にたいする政策の画期的な転換点にもなっ
た。中共中央は、「宣言」において「中国内の非圧迫民族は一致団結して抗日
民族統一戦線を結成しなければならない」と呼びかけた。また、「紅軍、東北
人民革命軍および各種の義勇軍とともに全国的に統一した抗日聯軍を組織す
る」ことを提議した。この提議によって「東北抗日聯軍」が結成されるように
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年度 延和県 延吉県 和龍県 汪清県 琿春県 安図県 敦化県 合計
1930 639(10) 147(5) 110(4) 25(1) 921
1931 439(8) 306(4) 272(5) 220(4) 26(1) 60(1) 1323
1932 500(8) 286(4) 273(5) 432(6) 25(1) 1516
1933 580(8) 208(4) 260(5) 350(6) 25(1) 1423
1934 465(7) 34(3) 215(5) 210(3) 47(1) 971
1935 52(1) 20(2) 154(1) 57(1) 47(1) 50(3) 380
1936 41(1) 119(3) 160
なった。東北抗日聯軍は、1936年2月から37年10月までに第3路軍11軍が結成さ
れた。この抗日聯軍には数多くの朝鮮人が参加していた。
　抗日聯軍は基本的に中国人と朝鮮人との混成軍であった。朝鮮人の数が最も
多いと考えられる第２軍では兵力の50％以上が朝鮮人であった。数多くの朝鮮
人が参軍した。戦死数も漢族より朝鮮人のほうが多かった。延辺だけでも1945
年9月までの戦死幹部総数3.125名の内、朝鮮人が3.026名で漢族が96名であった
48。しかし、抗日聯軍全体のなかでの朝鮮人の比率については不詳であり、今
後の課題としたい。
　「八一宣言」が中共中央に届けられたのは３ヵ月後の11月頃であった。しか
し、中共中央もこの時期に、「一四方面軍会合後の政治形勢および任務」（同
年8月5日政治局会議通過）に関する決議をしていた。このなかで、「少数民族
における党の基本方針」は以下のように述べた。
　「当面、西北ソビエト連邦政府を樹立することは早すぎる。なぜならば、当
面の少数民族における党の基本方針は、まず彼らの独立運動を助けて彼らの独
立国家を樹立すべきだからである。中華ソビエト共和国中央政府は、蒙古、
回、西藏などの少数民族を立ち上がって、彼ら自身が独立国家の樹立のために
戦うよう呼び掛けるべきである。また、その闘争に具体的実際的な援助を与え
るべきである。彼らが独立国家を樹立した後は、彼らの自由意志の原則に基づ
いて、中華ソビエト共和国と連合して、民族平等で民族が団結した中華ソビエ
ト連邦を樹立すべきである」49。すなわち、「決議」は少数民族の各自の独立
国家を樹立することを先決し、その後に中華ソビエト連邦を樹立する、という
方針であった。
　その背景は、「長征」の過程で、少数民族の存在を再認識したからである。
中共は、1934年10月からはじまった「長征」の過程で、多くの少数民族居住地
を通過した。そこで、少数民族の存在を再認識することになった。その理由
は、必ずしも少数民族らは紅軍に協力的ではなかったからである。例えば、毛
沢東が率いた中国労農紅軍第１方面軍は西南の山岳地帯で少数民族により襲撃
にさらされ、多くの人員を失ったことがあった50。少数民族らは紅軍も他の漢
人盗賊団と同様に考えたのである。また、「長征」の途中の1935年1月「遵義
会議」51によって、党中央における毛沢東の軍事的指導権が公的に確立した。
５－２　「祖国光復会」結成の提唱
　コミンテルン第７回大会では、もう一つの重要な提唱があった。それは、朝
鮮人にたいして、満州地域で「祖国光復会」を結成せよという提唱であった。
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この提唱に基づいて、1936年3月に延辺安図県において「迷魂陳会議」が開か
れ、「在満韓人祖国光復会」（以下、「光復会」）を組織することが決定され
た52。この会議では、王徳泰（第２軍軍長）、魏拯民（第２軍政治委員）、朝
鮮人としては金日成、林水山などが参加した。
　当時、中共内の朝鮮人は「反民生団闘争」が終結してから、抗日聯軍内の朝
鮮人単独軍を組織することと、朝鮮人「自治」を要求していた。中共は抗日聯
軍内の朝鮮人単独軍を組織することには同意しなかったが、「光復会」の組織
には賛成した。既存の研究53では、中共が朝鮮人自治団体である「光復会」組
織の背景として、①「八一宣言」、②金日成の指導力、③抗日聯軍第一軍の朝
鮮人指導者の努力など、抗日聯軍内部問題として取り上げている。しかし、以
下の二点の背景がさらに存在していた、と筆者は考える。
　第１点に、当時、南京国民政府は臨政を支持して組織内部における朝鮮人社
会主義者と民族主義者との連合をはかっていた。臨政は1919年4月の設立後、
内部で激しいイデオロギー対立が続いた。これを国民政府は調停しようとして
いた。中共も、在満朝鮮人の力量を結集するために朝鮮人単独の組織が必要で
あると考えた。
　第２点に、「内モンゴル自治運動」の影響があった。当時、モンゴル人は国
民政府にたいして「内モンゴル自治」に関する要求をつづけていた。しかし、
蔣介石は、モンゴル人の「自治」は国家分裂の行為として拒否した。その結
果、内モンゴルを第２の「満州国」にしようと画策していた日本によって、
1936年に「徳王府」のモンゴル軍政府が設立された。中共も、国民政府がモン
ゴル人の願望であった「自治」の要求を踏み潰した結果、内モンゴルが中国か
ら分離することになってしまった結果を重大視したのである。
　このような中共の考えは、以下の劉少奇の文章で明らかになる。
　1937年10月16日に劉少奇の「抗日遊撃戦争中の各種基本政策の問題」が発表
された。劉はこの文書で、当時の共産党の民族政策の問題について宣言すべき
６項の具体的政策を提議した。その第１項において「中国政府が各少数民族の
独立と自治を賛助せず、日本帝国主義が逆に各少数民族の独立自治を賛助する
と欺くならば、これはとても危険なことである」と述べながら、「このような
危険を避けるために、中国政府は実際の政策の上でも少数民族の独立自治を賛
助しなければならない。そうしてはじめて日本帝国主義の嘘を見破ることがで
きる。少数民族の独立・自治は恐れるに足りない。なぜなら、彼らが独立・自
治を行なった後に中国と連合させ、共同で日本に反対すればよいからだ。恐ろ
しいのは少数民族が日本に騙され、利用されて中国と漢人に反対することであ
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る。誤った危険な主張と政策であるが、中国政府は未だに少数民族の独立自治
に反対している。これは日本帝国主義が少数民族をだますのを助ける主張と政
策である。少数民族に独立自治の権利があることを承認すべきである。そうし
てはじめて各少数民族が真心をもって、中国と連合して抗日に向かわせること
を獲得できるのである。民族の自決権を承認しなければ、平等の民族連合もあ
り得ない」54。
　このように劉は、中共の少数民族にたいする政策は、各民族を団結させて共
同に抗日することと、各少数民族の独立と自決を援助することであると提議し
た。
　「自治」にたいする願望は朝鮮人も同様なものであった。朝鮮人も20年代か
ら30年代にかけて「自治」を国民政府に要求したが、それは実現できなかっ
た。満州国の民生団も同様であった。当時は、中共だけが「自治」を支持した
のである。
５－３　光復会発起委員会の「十大綱領」
　1936年6月10日に、光復会発起委員会の誤成崙、嚴洙明、李相俊の名義で
「当面の10大綱領（草案）」が発表された。その内容は以下の通りである55。
　第１、朝鮮の民族、団体、個人を区別せず、国内、国外を問わず、すべて団
結して日本との強き闘争により祖国の独立と解放を完成すること。
　第２、日本の植民地統治下において宣伝する欺瞞的自治に堅く反対し、中朝
民族の緊密たる聯合として共同の敵の日本統治を打倒する。在満朝鮮人の真正
なる自治を実現すること。
　第３、日本と中韓の親日派の財産及び武装を奪取し、在満朝鮮人の自治と祖
国光復のために決戦すべき各種武装隊を組織すること。
　第４、日本と中朝の親日派がもっている総財産（土地を含む）を没収して反
日経費に使用し、その一部分をもって朝鮮人の失業者を救済すること。
　第５、一切の苛歛雑税を廃止し日本の経済独占政策に反対し、工農事業を発
展せしめ、工農兵の青年・婦女および一切の労農群衆の実際生活を改良するこ
と。
　第６、言論、集会、結社の各種反日闘争の自由を実行すること。
　第７、日本植民地の奴隷教育に反対し、義務教育（面費教育）を実行し、民
族文化の高揚のために民衆教育機関（特別平民教育）を設置すること。
　第８、日本の朝鮮人にたいする一切の兵役義務制度を廃止し、反革命的反ソ
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連中国革命進攻などの戦争参加に反対すること。
　第９、日本のあらゆる（総有）法令、逮捕、桀拘、屠殺などの白色恐怖政策
に反対し、総有政策の犯人を解放すること。
　第10、朝鮮民族にたいして平等待遇を為す民族と親密に聯合し、同時に朝鮮
独立運動にたいして善意に中立を守る国家、民族と友好的関係をもつこと。
　この「綱領」で示したように、光復会は「在満朝鮮人の自治と祖国（朝鮮）
の独立と解放」を目標として中国人民と連合して両人民の共同の敵である日本
を追い出すことであった。しかし、光復会の活動はそれほど容易なものではな
かった。1937年6月に日本は治安工作を本格的に行い、多くの光復会要員が検
挙されていた56。その後の光復会の活動についてここで論じる余裕はないが、
「綱領」は朝共が中共に編入する際に、中共による「中国革命論」の要求を具
体化したものであり、それを契機に中共が朝鮮人の「民族自治」を支持する要
因にもなったのである。
５－４　延安における「華北朝鮮独立同盟」の結成
　また、中共は延安においても朝鮮人独立団体を組織することを認めた。それ
は1941年に組織された「華北朝鮮独立同盟」であった。1941年1月10日に中共
八路軍前方総司令部所在地の山西省晋東南太行山において朝鮮人独立団体であ
る「華北朝鮮青年聯合会」が結成された。そして、武装組織である朝鮮義勇隊
華北支隊をもつことになった。その理由は国民党の支援下に活動していた「朝
鮮義勇隊」が41年3月から5月下旬にかけて逃げてきたからである57。42年7月
には、組織名称を「華北朝鮮独立同盟」に改名し、朝鮮義勇隊華北支隊も「朝
鮮義勇軍」に改称された。同盟の主席は金ᨈ奉であり、中央執行委員として
は、武亭、韓彬、朴孝三などであった58。また、「延辺朝鮮民族自治区」の初
代政府主席である朱徳海も同盟の延安支部で活動していた。同日に華北朝鮮独
立同盟は「綱領」を発表した。「綱領」の内容59は、前述した光復会の「目前
10大綱領（草案）」とほぼ同様なものであった。しかし、若干異なる点は、光
復会が「在満朝鮮人の自治と朝鮮独立」を目標としたが、同盟は「独立・自由
の朝鮮民主共和国」建設を目標としていたことであった。そのため、「綱領」
では、①普通選挙による民主政権の建設、②土地国営化としての土地分配、③
義務教育制度の実施、④朝鮮文化研究・普及、など細かいところまで規定して
いた。実際にも同盟の指導者たちは日本の敗戦後、朝鮮に入って朝鮮民主主義
人民共和国の政権建設に大きな貢献をした60。
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　このように、華北朝鮮独立同盟は臨政、中国東北地方の武装勢力と共に、反
日民族解放運動の最終段階を代表する三大勢力のうちの一つであった。また、
中共中央とも密接な関係をもちながら活動していた。そのため、国共内戦期に
中国共産党は「朝鮮人の自治と国籍問題」を取り上げる際に「同盟（朝鮮義勇
軍）」を除いて考えることになったのである61。
６　おわりに
　本稿では、1920年代から抗日戦争期までの東北地方における朝鮮人共産主義
運動と中国共産党の対朝鮮人政策について検討した。本稿の論点をまとめる
と、以下の通りである。
　1920年代の中国東北地方の朝鮮人共産主義者は、コミンテルンの指導を受け
ながら社会主義教育運動を推進した。1925年には、ソウルに朝鮮共産党が結成
された。しかし、1929年には、コミンテルンの指示に基づいて朝鮮共産党は解
党を実施し、中国共産党に編入された。満州事変以降の東北地方における中国
共産党の内部では、中国人と朝鮮人との「民族矛盾」が顕在化した。李立三路
線による武装暴動の失敗や過激な反「民生団」闘争の展開は、中国人共産主義
者と朝鮮人共産主義者の関係を極めて険悪なものにした。その矛盾を解決する
契機になったのは、やはりモスクワのコミンテルンから送られた「八・一宣
言」であった。
　本論文が検討する時代では、朝鮮人共産主義者は一つの共産主義組織を結成
しながらも、事実上はいくつかの分派に分裂し、その活動は弱かった。独自の
革命政策・方針を発信することは困難だった。その結果、中国共産党の内部で
活動することになった。大局的に見ると、朝鮮人共産主義運動はたえずコミン
テルンと中国共産党の指導、指示を受けつつ活動することを余儀なくされたの
である。
１ 　その他にも、コミンテルンと朝鮮共産党との関係についての論文として、水野直樹1984、
「コミンテルンと朝鮮―各大会の朝鮮代表の検討を中心に」（『朝鮮民族運動史研究』第１
号）、水野直樹1985、「コミンテルン第７回大会と在満朝鮮人の抗日闘争―『在満韓人祖国光
復会』覚え書き」（『歴史評論』第423号）、金東和1999（和田春樹編・補註）「東北地域朝
鮮族に対する中国共産党の民族政策―1920年後半から日本敗戦まで」（『青丘学術論集』第15
集）。等がある。
２ 　北京大学朝鮮文化研究所（中国朝鮮民族文化史大系４）編1997、『教育史』（朝鮮語）、北
京、民族出版社、23頁。中国朝鮮族教育史編写組1991、『中国朝鮮族教育史』（朝鮮語）、延
吉、東北朝鮮民族教育出版社、24頁。
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３ 　この大会では、李東輝、呂運亨、金奎植、朴憲永、張建相など朝鮮人社会主義者52名が参加
した。金俊燁・金昌順共著1967、『韓国共産主義運動史』第１巻（ソウル）、高麗大学校出版
部、392-393頁。
４ 　例えば、間島では1922年から26年の間に「局子街青年会」「頭道溝青年会「間島女子青年
会」など、青年団体だけで合計16会が結成された。
５ 　1923年8月「間島と接壌地方の不逞鮮人行動に関する件」（『現代史資料（朝鮮）』第５巻、
みすず書房、466頁）。金世敏1931、「東満の政変と在満同胞生活の曙光」（『彗星』第１巻第
７号、京城、開闢社、86-87頁）。
６ 　同年5月22日には、講演会で演説した３人が日本警察に逮捕され、１年間中国在留禁止される
事件も行なった。『東亜日報』（マイクロフィルム）、1923年6月4日。
７ 　夏季大学は、8月1日から一ヶ月間行い、定員は150人であった。『東亜日報』（マイクロフィ
ルム）、1923年6月22日。
８ 　「間島における過激共産党」『東亜日報』（マイクロフィルム）、1923年7月6日。「間島陰
謀事件」『東亜日報』（マイクロフィルム）、1923年 7月9日。
９　『東亜日報』（マイクロフィルム）、1924年9月10日。
10 　政協龍井県文史資料研究委員会1986、『龍井文史資料』第1輯、60-61頁。延辺政協文史資料
委員会1988、『延辺文史資料』第６輯、吉林省内部資料、4-5頁、29-30頁。
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